
指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

720101No.
市民と行政の協働による自立した自治体経営
市民サービスを高める行政運営の推進
行政情報の提供と共有化

議会だより発行事業 主管課名

課長名

議事課

村瀬 智世子

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

議会の活動を広く市民に周知することにより、開かれた議会を目指
し、年４回の定例会及び５月の臨時会の計５回、一般質問の内容な
どを中心に、議会だより「きずな」を発行し、全世帯に配布してい
る。
編集は、議会広報広聴特別委員会の委員（議員）が自ら行ってお

り、職員は、編集発行に関しその補助を行っている。

(1)事業の概要

(30年度に実施

(5)活動指標

22,700 22,760 23,250

定例会、5月臨時会毎にその都度数回の広報広聴特別委員会を開催し、原稿の作成から校正まで全てを委員会に
て行い、市内全世帯に１部ずつ配布した。

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

議会だより発行部数
議会だより発行回数

部
回

31年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

住民
(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

人口 人

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
みよし市議会の各種情報や本会議での一般質問の内容などについて
広くかつ分かり易く市民に知らせる 議会だより発行部数(年間） 部

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

行政情報を適切に管理し、事務の効率化を図るとともに積極的に情
報を公表・公開し、市政に関心を深めてもらい、市民に街づくりに
参加してもらう。

広報紙等から行政情報を得ていると答えた人の割合 ％
ホームページのアクセス数 件

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度計画値年度実績値年度実績値

5 5 5

29 30 31
部

単位
①
②
③

回

60,860 61,070 61,153

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人

113,300 113,800 116,250部

94.5 97.5 97.5％
件 790,695 795,000 800,000

1,830 1,543 2,689

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 01 01 01

(11)コスト
事業費
Ａ

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額)

0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0

1,830 1,543 2,689
1,808 1,714 98千円

175 3 175 3 10 3× × ×

0 0 0
3,638 3,257 2,787

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

0人
A＋B＋C

0 0

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成31

･･･数値は(9)

年度（ 30 年度実施分）
様式1-1 令和 1 年 11 月 7 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 720101 議会だより発行事業
様式1-2

平成７年度
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

行政の広報紙で議会の議論内容などについて掲載していたが、平成7
年度からは、より多くの市民に議会のことを知ってもらうために、
内容を充実して議会独自の広報紙「きずな」を発行することになっ
た。

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
□
■

変化していない
変化している

変化し
た内容

事務局職員が行っていた編集を特別委員会を
設置し、議員が自ら編集を行っている。

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

議会広報にどこまでの情報を掲載するかについて、議員間で意見が
分かれている。

１次評価どおり

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務 議会の活動を広く市民に周知することにより、開かれた市議会の充
実を目指すため。

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

■

□
内容とデザインを見直し、市民に親しまれる紙面づくりに努める。

ある 庁内事業

庁外事業

■ ■

□

広報みよし印刷製本事業類似事業名

□ある

ないない□ ■

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

□

■

■

□

□

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ ■ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性→ 維持 → 維持 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

■
□ ２次評価を希望

施策主管次長所見欄 施策主管次長意見

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 無し
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

720102No.
市民と行政の協働による自立した自治体経営
市民サービスを高める行政運営の推進
行政情報の提供と共有化

議会会議録作成事業 主管課名

課長名

議事課

村瀬 智世子

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

定例会及び臨時会の会議録（本会議と常任委員会）の製本及び電子
データ化を行う。
製本したものは、全議員及び関係機関に配布するとともに、一般の
閲覧に供している。また、電子データは、市議会ホームページで検
索閲覧できる。

(1)事業の概要

(30年度に実施

(5)活動指標

10 10 10

定例会４回、臨時会１回、委員会５回、計１０回会議録を作成した。作成については、毎年入札により委託業者
を選定し、その業者に本会議の記録媒体や資料を送付、反訳したものを２回校正の後、印刷製本し納品させた。
また、市議会のホームページで会議録の検索閲覧ができるように更新した。

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

会議録発行回数
会議毎の会議録作成部数(本会議、臨時会)

回
部

会議毎の会議録作成部数(委員会) 部

31年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

市民及び会議録の閲覧を希望する人
議員
市職員

(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

人口 人
みよし市議会議員数 人
みよし市職員数 人

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
本会議での議論等の内容や市の施策・議員の考え方などについて、
市民に知らせる 会議録ホームページアクセス数 件

議員のうち会議録を閲覧した人の数 人

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

行政情報を適正に管理し、事務の効率化を図るとともに積極的に情
報を公表・公開し、市政に関心を深めてもらい、市民に街づくりに
参加してもらう。

広報紙等から行政情報を得ていると答えた人の割合 ％
ホームページのアクセス件数 件

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度計画値年度実績値年度実績値

21 21 21

29 30 31
回

単位
①
②
③

部
18 18 18部

60,860 61,070 61,153

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人
人
人

20 20 20
507 518 538

2,104 2,200 2,300件
人 20 20 20

94.5 97.5 97.5％
件 790,695 795,000 800,000

2,519 2,667 3,545

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 01 01 01

(11)コスト
事業費
Ａ

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額)

0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0

2,519 2,667 3,545
2,221 2,105 1,714千円

215 3 215 3 175 3× × ×

170 164 184
4,910 4,936 5,443

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

0人
A＋B＋C

0 0
247 272246

10 9 10
人
人

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成31

･･･数値は(9)

年度（ 30 年度実施分）
様式1-1 令和 1 年 11 月 7 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 720102 議会会議録作成事業
様式1-2

議会発足当時
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

地方自治法の施行に伴う。

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
□
■

変化していない
変化している

変化し
た内容

以前は書記が速記にて作成していたが、現在
はテープ録音し、業者委託している。

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

印刷製本部数を最小限にしたが、単価的にはそれほど変わらない。

１次評価どおり

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務 法第１２３条の規定に基づき、会議の次第を記録しておく会議録の
作成が義務化されている。

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

□

■

会議録をインターネットで公開したり、会議録検索システムを導入
しており、既に向上を図っている。

ある 庁内事業

庁外事業

□ □

□

類似事業名

□ある

ないない■ □

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

□

■

■

□

□

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ ■ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性→ 維持 → 維持 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

■
□ ２次評価を希望

施策主管次長所見欄 施策主管次長意見

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 地方自治法
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

720103No.
市民と行政の協働による自立した自治体経営
市民サービスを高める行政運営の推進
行政情報の提供と共有化

議会映像インターネット配信事業 主管課名

課長名

議事課

村瀬 智世子

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

開かれた議会の一環として議会映像インターネット配信事業を導入
した。開会初日の市長あいさつと一般質問の映像を配信している。

(1)事業の概要

(30年度に実施

(5)活動指標

12 12 12

インターネットの市ホームページで開会初日の市長あいさつと一般質問の映像を配信した。議会映像をインター
ネットで公開することにより、より広い層の人に議会を見てもらう機会を提供した。

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

インターネット配信回数 回

31年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

①市民
②議員
③市職員

(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

人口 人
みよし市議会議員数 人
みよし市職員数 人

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
議会当日に傍聴ができない人も曜日・時間に関らず視聴することが
できるようにする 議会映像アクセス数 件

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

行政情報を適正に管理し、事務の効率化を図るとともに積極的に情
報を公表・公開し、市政に関心を深めてもらい、市民に街づくりに
参加してもらう。

広報紙等から行政情報を得ていると答えた人の割合 ％
ホームページのアクセス件数 件

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31
回

単位
①
②
③

60,860 61,070 61,153

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人
人
人

20 20 20
507 518 538

5,644 5,700 5,800件

94.5 97.5 97.5％
件 790,695 795,000 800,000

5,057 4,860 4,860

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 01 01 01

(11)コスト
事業費
Ａ

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額)

0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0

5,057 4,860 4,860
847 803 803千円

82 3 82 3 82 3× × ×

5,904 5,663 5,663

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

0人
A＋B＋C

0 0
283 283295

12 11 11
人
人

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成31

･･･数値は(9)

年度（ 30 年度実施分）
様式1-1 令和 1 年 11 月 7 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 720103 議会映像インターネット配信事業
様式1-2

平成18年9月
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

議会運営委員会において、開かれた議会の一環として平成18年度か
ら議会映像のインターネット配信を導入することが決定された。

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
□
■

変化していない
変化している

変化し
た内容

近年議会に対する市民の眼が厳しくなってお
り、開かれた議会の充実が必要。

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

ホームページの議会映像アクセス件数が少ない原因として、本事業
に対する市民への周知不足が考えられるため、一層のPRが必要であ
る。

１次評価どおり

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務 インターネットで公開することにより、より広い層の人に議会を見
てもらう機会を提供し、開かれた議会の充実を目指すため。

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

■

□

報告会・議会だより等でインターネット配信をアピールする。

ある 庁内事業

庁外事業

□ □

□

類似事業名

□ある

ないない■ □

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

□

■

■

□

□

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ ■ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性→ 維持 → 維持 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

■
□ ２次評価を希望

施策主管次長所見欄 施策主管次長意見

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 なし
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

720104No.
市民と行政の協働による自立した自治体経営
市民サービスを高める行政運営の推進
行政情報の提供と共有化

ファイリングシステム維持管理事業 主管課名

課長名

総務課

小野田 浩司

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

行政文書の検索性を向上させるため文書目録を作成している。また
、分類の仕方、保存の仕方や職場環境の整理などに関する研修会や
実地指導を行う。

(1)事業の概要

(30年度に実施

(5)活動指標

265,000 266,000 267,000

①文書の廃棄②文書の引継ぎ③ファイリングシステム推進委員会④実地指導⑤維持管理確認指導⑥ファイル基準
表等の作成

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

行政文書数 ホルダ

31年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

①職員
②行政文書

(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

職員数 人
行政文書数 ホルダ

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
①対象文書を正確に素早く取り出す
②すべての文書がフォルダ化されている
③ファイリングシステムの維持管理がされている 平均検索時間 秒

フォルダ化率 ％
維持管理点検の達成率 ％

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

行政情報を適正に管理し、事務の効率化を図るとともに、積極的に
情報を公表・公開し、市政に関心を深めてもらい、市民に街づくり
に参加してもらう

広報紙等から行政情報を得ていると答えた人の割合 ％
ホームページのアクセス件数 件

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31
ホルダ

単位
①
②
③

509 514 504

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人
ホルダ 265,000 266,000 267,000

30 30 30秒
％
％

100 100 100
97.94 97.49 98
94.5 97.5 97.5％

件 790,695 830,000 830,000

769 722 878

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 02 01 01

(11)コスト
事業費
Ａ

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額)

0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0

769 722 878
689 653 653千円

100 2 100 2 100 2× × ×

75 75 75
1,533 1,450 1,606

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

3人
A＋B＋C

3 3
0 00ホルダ

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成31

･･･数値は(9)

年度（ 30 年度実施分）
様式1-1 令和 1 年 11 月 7 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 720104 ファイリングシステム維持管理事業
様式1-2

平成12年度
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

情報公開条例の施行に先駆け、行政文書の適切な管理が必要となっ
たため開始した。

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
■
□

変化していない
変化している

変化し
た内容

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

ファイリングシステムの充実・助言について、従来の外部講師に比
べ、内部の職員では、一定の緊張感を保つことが困難であり、厳格
な指導を行うという面では危惧される部分がある。

１次評価どおり

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務 情報公開制度の施行に先駆け、行政文書の適切な管理が必要である
。

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

■

□

職員にファイリング意識をさらに浸透させることにより、行政文書
の検索時間の短縮が図れる。

ある 庁内事業

庁外事業

□ □

□

類似事業名

□ある

ないない■ □

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

□

□

□

□

■

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ ■ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性→ 維持 → 維持 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

■
□ ２次評価を希望

施策主管次長所見欄 施策主管次長意見

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 情報公開法
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

720108No.
市民と行政の協働による自立した自治体経営
市民サービスを高める行政運営の推進
行政情報の提供と共有化

印刷物配布事業 主管課名

課長名

協働推進課

深谷正浩

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

印刷物の配布業務を行政区に委託し、公費の大幅な節減により効率
的・効果的で信頼性の高い方法で配布を行う。

(1)事業の概要

(30年度に実施

(5)活動指標

24 24 16

行政区と印刷物配布業務を委託し、行政区内の世帯に広報等の配布を依頼した。

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

年間印刷物配布回数
配布世帯数

回
世帯

31年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

全世帯
(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

全世帯数 世帯

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
効率的な方法で配布を行う
世帯配布を行う 印刷物配布委託経費／各戸郵送経費の比率 ％

配布世帯／全世帯数 ％

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

行政情報を適正に管理し、事務の効率化を図るとともに、積極的に
情報を公表、公開し、市政に関心を深めてもらい、市民に街づくり
に参加してもらう

広報誌等から行政情報を得ていると答えた人の割合 ％

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度計画値年度実績値年度実績値

23,541 24,141 24,319

29 30 31
回

単位
①
②
③

世帯

23,541 24,141 24,319

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

世帯

25 25 25％
％ 100 100 100

94.5 89 97.5％

973 1,006 1,060

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 02 01 15

(11)コスト
事業費
Ａ

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額)

0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0

973 1,006 1,060
1,427 1,356 1,356千円

200 2 200 2 200 2
50 50 50

× × ×

0 0 0
2,400 2,362 2,416

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

0世帯
A＋B＋C

0 0

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成31

･･･数値は(9)

年度（ 30 年度実施分）
様式1-1 令和 1 年 11 月 7 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 720108 印刷物配布事業
様式1-2

かなり以前
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

迅速で有効な手段として、行政区に広報の配布を委託したことから
始まった。

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
■
□

変化していない
変化している

変化し
た内容

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

行政区から、行政区に属していない世帯に配布したくないと言われ
ている。

１次評価どおり

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務
効率的な方法で配布を行うため。

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

■

□
行政区の全世帯に配布できるように世帯の把握を依頼する。

ある 庁内事業

庁外事業

■ □

■

郵送類似事業名

□ある

ないない□ ■

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

□

■

■

□

□

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ ■ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性→ 維持 → 維持 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

■
□ ２次評価を希望

施策主管次長所見欄 施策主管次長意見

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 みよし市広報発行規則
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

720109No.
市民と行政の協働による自立した自治体経営
市民サービスを高める行政運営の推進
行政情報の提供と共有化

総合福祉ガイドブック作成事業 主管課名

課長名

福祉課

海堀 崇

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

みよし市の福祉制度、施設等の全てを冊子にして紹介し、担当課及
び部署名を掲載し、福祉の制度を説明する。

(1)事業の概要

(30年度に実施

(5)活動指標

1,300 1,300 1,200

障がいのある方や高齢者に対する各種福祉サービスの内容をまとめた手引書を1,200部作成し、各種団体及び市
役所窓口で配布する。
平成23年度作成分から、裏表紙の表・裏面に有料広告を募集し、印刷経費に充当している。

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

総合福祉ガイドブック作成部数
総合福祉ガイドブック配布数

部
部

31年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

①障がい者(児)･高齢者及び家族
(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

障がい者(児)数 人
高齢者数 人

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
利用できるサービスを知ってもらう。

総合福祉ガイドブック利用者数 人

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

行政情報を適正に管理し、事務の効率化を図るとともに、積極的に
情報の公表・公開に関心を深めてもらい、市民に街づくりに参加し
てもらう。

広報誌等から行政情報を得ていると答えた人の割合 ％

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度計画値年度実績値年度実績値

1,300 1,300 1,200

29 30 31
部

単位
①
②
③

部

2,122 2,154 2,140

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人
人 10,573 10,588 10,669

1,300 1,300 1,200人

93 93.5 93.9％

297 297 329

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 03 01 01

(11)コスト
事業費
Ａ

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額)

0 0 0
0 0 0
0 0 0
58 48 40
239 249 289
710 1,224 327千円

103 2 375 1 100 1
0 0 0

× × ×

31 64 64
1,038 1,585 720

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

0人
A＋B＋C

1 0
0 00人

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成31

･･･数値は(9)

年度（ 30 年度実施分）
様式1-1 令和 1 年 11 月 7 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 720109 総合福祉ガイドブック作成事業
様式1-2

数年前
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

福祉サービスの対象者に制度の周知を図り、サービスの漏れのない
ようにするため。

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
□
■

変化していない
変化している

変化し
た内容

人口の増加とともに福祉サービス受給者は増
加している。

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

年度ごとに１版の作成であるため、年度途中や緊急の制度改正等に
対応できない。

１次評価どおり

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務 福祉サービスの対象者に制度の周知を図り、サービスの漏れのない
ようにするため。

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

□

■

各種団体・施設にもガイドブックを配布・ＰＲしており、現状でも
多くの人に周知している。これ以上の成果向上は難しい。

ある 庁内事業

庁外事業

□ □

□

類似事業名

□ある

ないない■ □

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

□

■

■

□

□

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ ■ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性→ 維持 → 維持 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

■
□ ２次評価を希望

施策主管次長所見欄 施策主管次長意見

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 なし
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

720110No.
市民と行政の協働による自立した自治体経営
市民サービスを高める行政運営の推進
行政情報の提供と共有化

庁内統合型ＧＩＳ整備事業 主管課名

課長名

都市計画課

小嶋 誠

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

統合型ＧＩＳの活用により、質の高い行政サービスの実現、業務の
効率化・高度化、新たな地図利用業務への展開や共有データの広域
的活用を実現させる。

(1)事業の概要

(30年度に実施

(5)活動指標

1 0 1

庁内統合型ＧＩＳの利用促進及び研究会の開催。
H25.7に現システム稼動開始。

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

研究会の開催回数 回

31年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

①ＧＩＳ利用対象職員
(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

ＧＩＳ利用対象職員数 人

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
①効率的に業務で地理情報を活用する。

1日当りの利用回数 回

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

行政情報を適正に管理し、事務の効率化を図るとともに、積極的に
情報を公表・公開し、市制に関心を深めてもらい、市民にまちづく
りに参加してもらう。

広報誌等から行政情報を得ていると答えた人の割合 ％
ホームページのアクセス件数 件
地域住民組織体制の確立に満足と答えた人の割合 ％

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31
回

単位
①
②
③

395 395 395

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人

63 67 65回

94.5 89 97.5％
件
％

790,695 862,359 865,000
69.3 67.4 70.5

1,878 3,586 2,181

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 08 04 01

(11)コスト
事業費
Ａ

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額)

0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0

1,878 3,586 2,181
345 327 327千円

100 1 100 1 100 1
0 0 0

× × ×

0 12 12
2,223 3,925 2,520

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

6人
A＋B＋C

10 6

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成31

･･･数値は(9)

年度（ 30 年度実施分）
様式1-1 令和 1 年 11 月 7 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 720110 庁内統合型ＧＩＳ整備事業
様式1-2

平成17年度
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

みよし市総合情報ネットワーク基本計画の位置づけによる

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
■
□

変化していない
変化している

変化し
た内容

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

特になし

１次評価どおり

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務
みよし市総合情報ネットワーク基本計画の位置づけによる

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

■

□

平成20年1月導入であり、今後習熟度の向上などにより、効率的業務
が可能となる

ある 庁内事業

庁外事業

□ □

□

類似事業名

□ある

ないない■ □

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

□

□

□

□

■

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ ■ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性↑ 増加 ↑ 増額 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

■
□ ２次評価を希望

施策主管次長所見欄 施策主管次長意見

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 特になし
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

720111No.
市民と行政の協働による自立した自治体経営
市民サービスを高める行政運営の推進
行政情報の提供と共有化

分庁舎整備事業費 主管課名

課長名

総務課

宇佐美 勝也

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

三好丘駅前のカリヨンハウスを購入し、整備した後、市民情報サー
ビスセンターさんネットを移転する。

(1)事業の概要

(30年度に実施

(5)活動指標

三好丘駅前のカリヨンハウスを購入。
平成24年度に改修、整備。
平成25年度からの供用開始を目指す。

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

カリヨンハウス整備進捗率 ％

31年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

市民
(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

人口 人

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
市民に身近な施設でより多くの行政サービスを提供する

取り扱う事務事業数 件

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

市民の利便性向上
暮らしやすいと感じる市民の割合 ％

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31
％

単位
①
②
③

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人

件

％

0 0 0

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 02 01 01

(11)コスト
事業費
Ａ

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額)

0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0千円

× × ×

0 0 0

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

人
A＋B＋C

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成31

･･･数値は(9)

年度（ 30 年度実施分）
様式1-1 令和 1 年 11 月 7 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 720111 分庁舎整備事業費
様式1-2

平成23年度
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

カリヨンハウスの購入

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
■
□

変化していない
変化している

変化し
た内容

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

１次評価どおり

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務
市民の利便性向上の為に必要である

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

□

■
.

ある 庁内事業

庁外事業

□ □

□

類似事業名

□ある

ないない■ □

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

□

■

■

□

□

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ □ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

□
□ ２次評価を希望

施策主管次長所見欄 施策主管次長意見

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 .
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

720201No.
市民と行政の協働による自立した自治体経営
市民サービスを高める行政運営の推進
情報の公開と透明性の確保

情報公開事業 主管課名

課長名

総務課

小野田 浩司

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

①情報公開条例に基づき行政文書の開示をする。
②個人情報保護条例に基づき市が保有する個人情報の開示等を行う
とともに、個人情報の適正な取扱いを確保し、個人の権利利益を保
護する。
③行政文書及び保有個人情報の開示等の決定に対する審査請求につ
いて、みよし市情報公開・個人情報保護審査会で審査する。
④情報公開制度及び個人情報保護制度の運営に関する事項又はこれ
らのあり方について、みよし市情報公開・個人情報保護審査会で審
査する。

(1)事業の概要

(30年度に実施

(5)活動指標

6 6 6

≪行政情報及び個人情報の開示≫

①開示請求書の受理 ②担当課への回付 ③情報開示（総務課立会い）

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

情報公開審査会の開催日数
開示請求件数

日
件

31年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

市民
(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

人口 人

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
情報公開、個人情報保護に対する信頼を得る

不服申し立て件数 件

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

情報公開・個人情報保護により、住民の市政に対する信頼と関心を
深め、住民の行政参加を促す 不服申立件数のうち市の処分が妥当と判断された割合 ％

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度計画値年度実績値年度実績値

100 100 100

29 30 31
日

単位
①
②
③

件

60,860 61,070 61,153

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人

1 0 0件

100 100 100％

183 61 402

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 02 01 01

(11)コスト
事業費
Ａ

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額)

0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 4

183 61 398
1,377 1,306 1,306千円

200 2 200 2 200 2× × ×

43 43 43
1,603 1,410 1,751

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

0人
A＋B＋C

0 0

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成31

･･･数値は(9)

年度（ 30 年度実施分）
様式1-1 令和 1 年 11 月 7 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 720201 情報公開事業
様式1-2

平成14年度
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

行政への信頼や透明性を確保するため開始した。

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
■
□

変化していない
変化している

変化し
た内容

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

今日の複雑かつ多様化した社会において、様々な市民ニーズに的確
に応え、複雑な利害関係を調整しつつ公正な市政運営を行うために
は、市の保有する情報を広く市民に公開し、市民と市との信頼関係
を増進していくことが不可欠である。
また、プライバシー意識の高まりに加え、近年の情報処理技術・通
信技術のめざましい発達は、個人情報の取扱いに関する不安感を増
大させており、個人情報保護に関する市民の権利利益を保護する施
策の必要性は高まっている。

１次評価どおり

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務
行政への信頼や透明性を確保するため必要な事務である。

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

□

■

情報を公開できない部分もあり、見解の相違により不服申立てがさ
れることがあるため。

ある 庁内事業

庁外事業

□ □

□

類似事業名

□ある

ないない■ □

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

■

□

■

□

□

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ ■ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性→ 維持 → 維持 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

■
□ ２次評価を希望

施策主管次長所見欄 施策主管次長意見

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 みよし市情報公開条例、みよし市個人情報保護条例
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

720202No.
市民と行政の協働による自立した自治体経営
市民サービスを高める行政運営の推進
情報の公開と透明性の確保

財政分析諸表作成公表事務 主管課名

課長名

財政課

加藤 匡

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

前年度の決算データを基に財務書類４表を作成し、財政分析を行う
。
財務書類４表を公表し、市民と情報の共有化を図る。

(1)事業の概要

(30年度に実施

(5)活動指標

595 574 555

前年度決算について、総務省の基準に基づき普通会計の財務書類４表（貸借対照表、行政コスト計算書、資金収
支計算書、純資産変動計算書）を作成した。これを基に公営事業会計や一部事務組合も含めた市全体の財務書類
を作成し、市民に公表した。

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

決算対象事務事業数 事業

31年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

前年度の歳入、歳出決算
(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

一般会計決算額(歳入) 千円
一般会計決算額(歳出) 千円

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
決算に基づき財務書類４表を作成し、財政状況を分析することによ
り、改革改善すべき点などの把握に努め、財務状況分析を市民にわ
かりやすく公表する 公表した財務諸表数 表

公表した分析レポート 件

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

情報公開により市政に対する信頼と関心を深め、市民の行政参加を
促す ホームページのアクセス件数 件

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31
事業

単位
①
②
③

27,908,848 27,462,446 23,724,000

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

千円
千円 25,330,721 24,329,245 23,694,000

8 8 8表
件 1 1 1

790,695 745,000 750,000件

3,428 3,097 1,326

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 02 01 06

(11)コスト
事業費
Ａ

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額)

0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0

3,428 3,097 1,326
2,496 3,525 3,525千円

145 5 180 6 180 6× × ×

341 277 319
6,265 6,899 5,170

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

0千円
A＋B＋C

0 0
0 00千円

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成31

･･･数値は(9)

年度（ 30 年度実施分）
様式1-1 令和 1 年 11 月 7 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 720202 財政分析諸表作成公表事務
様式1-2

平成12年
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

平成12年3月に自治省（当時）が地方公共団体に対し、バランスシー
ト作成マニュアルを公表したことによる

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
□
■

変化していない
変化している

変化し
た内容開始時期に比べ、財務諸表が増えている。

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

地方公会計制度が策定されたため、今後は公会計制度の中で財務諸
表を作成していく。

１次評価どおり

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務
市の財政状況を住民にわかりやすく公表し、説明責任を果たす。

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

□

■

□

「行政の見える化」の観点からは後退する。

できる

できない

■

□

財政状況の分析結果を踏まえた改善点を明確化し、改善を実施して
いく。

ある 庁内事業

庁外事業

□ □

□

類似事業名

□ある

ないない■ □

ある

ない

ある

ない

■ 新公会計制度に基づき財務書類４表を作成するに当たり、調書の仕
訳け作業を減らすために「細節」の細分化を行う。□

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

□

□

□

□

■

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ □ □ ■ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性↓ 削減 ↓ 減額 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

地方公会計制度の中で財務諸表の分析を行っていく。

■
□ ２次評価を希望

施策主管次長所見欄 施策主管次長意見

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 なし
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

720301No.
市民と行政の協働による自立した自治体経営
市民サービスを高める行政運営の推進
情報発信力の強化

市政啓発事務 主管課名

課長名

広報情報課

城 千穂子

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

・市の紹介やイベント、行事などを広域的にお知らせするため、報
道関係機関へ広告を依頼する。
・市政情報や市のイベントなどを報道各社に取り上げてもらうよう
に報道提供、記者会見を行う。

(1)事業の概要

(30年度に実施

(5)活動指標

6 6 6

各新聞に施政方針や行事、イベント情報を掲載した。
報道各社に対し、報道提供を随時行うとともに、定期的に記者会見を開催した。

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

情報掲載した報道機関数
記者会見開催件数

社
件

報道提供件数 件

31年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

市民
(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

人口 人

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
新聞広告を見てもらう

広告依頼回数 回

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

行政情報を積極的に公表・公開し、市政に関心を深めてもらう
広報紙以外で行政情報を得ていると答えた人の割合 ％

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度計画値年度実績値年度実績値

5 5 5

29 30 31
社

単位
①
②
③

件
267 224 220件

61,070 61,070 61,153

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人

11 11 8回

26 34.1 26.5％

370 370 407

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 02 01 05

(11)コスト
事業費
Ａ

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額)

0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0

370 370 407
1,962 2,807 1,860千円

114 5 172 5 114 5× × ×

198 170 198
2,530 3,347 2,465

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

0人
A＋B＋C

0 0

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成31

･･･数値は(9)

年度（ 30 年度実施分）
様式1-1 令和 1 年 11 月 7 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 720301 市政啓発事務
様式1-2

平成１０年度
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

・継続的に市民に市政への関心を高めるため、平成１０年度の町制
施行４０周年を記念して、プランター用市政啓発シールを作成した
。
・報道関係機関へ市政啓発のための広告を依頼する。

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
■
□

変化していない
変化している

変化し
た内容

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

・広告料は経費の見直しとして削減の対象となりがち。
・広告掲載の削減は、年間を通して市が実施している各種イベント
行事への来場者に対して、市政への関心を高めるＰＲの機会を減少
させることとなる。

１次評価どおり

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務 報道関係機関へ報道提供や広告を依頼することにより、みよし市を
広域的にＰＲすることができる。

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

■

□
報道機関が知りたかったり興味を持つような報道提供に努める。

ある 庁内事業

庁外事業

□ □

□

類似事業名

□ある

ないない■ □

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

□

□

□

□

■

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ ■ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性→ 維持 → 維持 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

■
□ ２次評価を希望

施策主管次長所見欄 施策主管次長意見

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 なし
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

720302No.
市民と行政の協働による自立した自治体経営
市民サービスを高める行政運営の推進
情報発信力の強化

ＣＡＴＶ番組制作放送事業 主管課名

課長名

広報情報課

城 千穂子

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

・市からのお知らせや行事、イベントなどのニュースを市政啓発番
組として制作し、ＣＡＴＶで放送し情報を提供することで、市政に
対する理解と関心を高める。
・災害時には、臨時番組として緊急災害情報を放送する。

(1)事業の概要

(30年度に実施

(5)活動指標

260 256 256

①市からのお知らせや行事、イベントを毎回１５分のニュースとして、市政啓発番組を委託制作し、月～金曜日
午後５時４５分の初回放送から８回程度ＣＡＴＶ(ひまわりネットワーク)で再放送した。
②ニュース番組を初回放送の翌日の午後から市のホームページで動画配信した。
③災害時には、臨時番組として緊急災害情報を放送した。番組内で台風情報などを放送した。

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

市政啓発番組(レギュラー放送)制作数
ニュース番組の動画配信

本
本

31年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

①市民
②ＣＡＴＶ加入世帯
③視聴可能世帯

(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

人口 人
ＣＡＴＶ加入世帯数 世帯
視聴可能世帯数 世帯

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
①市政啓発番組を見てもらう
②動画配信を見てもらう 放送回数 回

動画配信へのアクセス件数 件

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

行政情報を積極的に公表・公開し、市政に関心を深めてもらう
広報紙以外で行政情報を得ていると答えた人の割合 ％

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度計画値年度実績値年度実績値

520 512 512

29 30 31
本

単位
①
②
③

本

61,070 61,070 61,153

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人
世帯
世帯

12,975 13,091 13,078
23,834 24,141 24,042
2,272 2,272 2,270回

件 91,335 117,071 97,500

26 14.2 26.5％

71,960 71,302 71,966

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 02 01 05

(11)コスト
事業費
Ａ

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額)

0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0

71,960 71,302 71,966
2,496 2,709 2,366千円

145 5 166 5 145 5× × ×

166 255 166
74,622 74,266 74,498

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

1人
A＋B＋C

1 1
6 66

3 3 3
世帯
世帯

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成31

･･･数値は(9)

年度（ 30 年度実施分）
様式1-1 令和 1 年 11 月 7 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 720302 ＣＡＴＶ番組制作放送事業
様式1-2

平成６年１２月
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

平成６年１２月に開局したＣＡＴＶひまわりネットワークを利用し
て、市政啓発番組の放送を開始した。

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
□
■

変化していない
変化している

変化し
た内容

平成２３年７月２４日の地上デジタル放送完
全移行により全世帯で視聴可能となった。

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

・ケーブルテレビの加入率は、平成31年3月31日現在で事業展開区域
世帯数24,141世帯中、接続世帯13,091世帯で加入率は54.2％と横ばい
傾向にある。

１次評価どおり

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務 地元ケーブルテレビは身近な地域の話題や市政に関する情報を全面
に出した番組作りができ効果的である。

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

■

□
市政番組をＰＲするとともに、魅力のある番組を制作する。

ある 庁内事業

庁外事業

□ □

□

類似事業名

□ある

ないない■ □

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

■

□

■

□

□

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ ■ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性→ 維持 → 維持 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

■
□ ２次評価を希望

施策主管次長所見欄 施策主管次長意見

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 なし
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

720303No.
市民と行政の協働による自立した自治体経営
市民サービスを高める行政運営の推進
情報発信力の強化

コミュニティＦＭ番組制作放送事業 主管課名

課長名

広報情報課

城 千穂子

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

・市からのお知らせや行事、イベントなどのニュースを市政啓発番
組として制作し、コミュニティＦＭで放送し情報を提供することで
、市政に対する理解と関心を高める。
・災害時には、臨時番組として緊急災害情報を放送する。

(1)事業の概要

(30年度に実施

(5)活動指標

573 572 575

①市からのお知らせや行事、イベントを９分間（土日は４分間）のニュースとして、毎日午前８時と午後６時（
土、日は午前８時のみ）に放送。②月１回、市長がパーソナリティと生放送で対話する市長ホットラインを放送
した。③平成２５年１１月３０日より、カリヨンハウス１階地域活動コラボエリア内から、東海学園大学の学生
と連携した新たなスタイルの市政情報番組「みよしコミュニティニュース」の放送を毎週土曜日午後３時５０分
又は午後４時２０分から１０分間放送した。

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

市政番組制作数 本

31年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

①市民
②受信可能世帯

(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

人口 人
受信可能世帯数 世帯

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
①コミュニティＦＭの市政啓発番組を聴いてもらう

放送回数 回

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

行政情報を積極的に公表・公開し、市政に関心を深めてもらう
広報紙以外で行政情報を得ていると答えた人の割合 ％

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31
本

単位
①
②
③

61,070 61,070 61,153

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人
世帯 23,834 23,834 24,141

573 572 575回

26 14.2 26.5％

17,777 17,777 17,946

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 02 01 05

(11)コスト
事業費
Ａ

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額)

0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0

17,777 17,777 17,946
2,496 2,366 2,366千円

145 5 145 5 145 5× × ×

151 213 151
20,424 20,356 20,463

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

0人
A＋B＋C

0 0
1 11世帯

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成31

･･･数値は(9)

年度（ 30 年度実施分）
様式1-1 令和 1 年 11 月 7 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 720303 コミュニティＦＭ番組制作放送事業
様式1-2

平成１３年１月
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

平成１３年1月に開局したコミュニティＦＭ(エフエムとよた)を利用
して、市政啓発番組の放送を開始した。

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
□
■

変化していない
変化している

変化し
た内容

東日本大震災の発生以来、コミュニティＦＭ
の有効性が見直されてきた。

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

・コミュニティＦＭは、市政のＰＲ及び災害時の情報発信ツールと
して有効であるが、他の媒体と比べて市民の認知度が低い状況であ
る。
・市民に関心を持ってもらえるような、市内の魅力に迫る番組等を
放送し、周知を強化する必要がある。

１次評価どおり

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務 コミュニティＦＭは、住民に身近な話題を提供でき、情報の即時性
の面から有効な市政のＰＲ手段である。

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

■

□
市政番組をＰＲするとともに、魅力のある番組を制作する。

ある 庁内事業

庁外事業

□ □

□

類似事業名

□ある

ないない■ □

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

□

■

■

□

□

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ ■ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性→ 維持 → 維持 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

■
□ ２次評価を希望

施策主管次長所見欄 施策主管次長意見

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 なし
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

720304No.
市民と行政の協働による自立した自治体経営
市民サービスを高める行政運営の推進
情報発信力の強化

ホームページ制作管理事業 主管課名

課長名

広報情報課

城 千穂子

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

・ホームページは市政に対する理解と関心を高めてもらうために、
みよし市の市政情報を市内外のさまざまな人に向けて発信する最も
重要な媒体の一つである。
・ウェブアクセシビリティに配慮したホームページを維持しながら
、統一性のあるデザインで、全ての職員がページの作成、更新がし
やすいよう、コンテンツ・マネジメント・システム(ＣＭＳ)を利用
したホームページ管理環境を維持する。

(1)事業の概要

(30年度に実施

(5)活動指標

5,777 6,209 5,500

・ＣＭＳのサーバ等ハードウェア機器の整備
・ＣＭＳのハードウェア、ソフトウェア及びシステムの運用保守
・各課が即自的にホームページの作成、更新ができるように支援を行う

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

ホームページの情報提供コンテンツ(ページ)数
リニューアルしたコンテンツ(ページ)数

件
件

31年度計画 □
■

前年と同様
変更あり 変更内容 平成6年2月でＣＭＳシステムのリース期間が終了するため、リース後のシステ

ムの検討を始める。

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

①市民
②ホームページへアクセス可能な人

(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

人口 人
ホームページへアクセス可能な人数 人

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
２４時間アクセス可能なホームページから情報を得る機会を持って
もらう ホームページから情報を得ていると答えた人の割合 ％

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

行政情報を適正に管理し、事務の効率化を図るとともに、積極的に
情報を公表・公開し、市政に関心を深めてもらい、市民にまちづく
りに参加してもらう

広報紙等から行政情報を得ていると答えた人の割合 ％
ホームページアクセス数 件

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度計画値年度実績値年度実績値

4,056 4,466 4,000

29 30 31
件

単位
①
②
③

件

61,070 61,070 61,153

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人
人 50,993 49,405 51,439

12.2 14.2 20％

94.5 89 97.5％
件 790,695 862,359 800,000

2,794 5,242 3,009

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 02 01 05

(11)コスト
事業費
Ａ

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額)

0 0 0
0 0 0
0 0 0

1,120 900 800
1,674 4,342 2,209
4,750 2,937 4,503千円

276 5 180 5 276 5× × ×

200 213 200
7,744 8,392 7,712

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

0人
A＋B＋C

0 0
0 00人

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成31

･･･数値は(9)

年度（ 30 年度実施分）
様式1-1 令和 1 年 11 月 7 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 720304 ホームページ制作管理事業
様式1-2

平成８年度
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

・迅速かつ正確に多種多様な情報をウェブサイト上に配信する自治
体が多くなってきた。
・市のホームページを開設し、市政に関する情報を広く市内外に配
信した。

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
□
■

変化していない
変化している

変化し
た内容

インターネットを利用した情報収集が一般化
してきている。

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

今後さらに本市の情報発信を強化するため、意見を聞きたいため

・各課の職員が小さな情報でも迅速に発信する意識の向上が必要で
ある。
・市のホームページから得られる情報は、多ければ多いほど良いと
の意見があったが、反対に情報量が多すぎて欲しい情報を探しにく
いと市民からの意見もあった。
・高齢者や障がい者、外国人の対応を充実させる必要がある。
・オープンデータへの取組が求められている

１次評価どおり

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務 ホームページを利用しての情報収集が一般化しており、市政に関す
る情報を広く市内外に配信するため。

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

■

□

高齢者や視覚障がい者など誰もが使いやすく、見たくなるような情
報内容に充実し、積極的な情報提供を行う。

ある 庁内事業

庁外事業

□ □

□

類似事業名

□ある

ないない■ □

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

□

■

■

□

□

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ ■ □ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性↓ 削減 ↓ 減額 ↑ 向上

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

・より多くの人に見てもらえるように、情報内容の充実や工夫し、高齢者や障がい者など誰もが使いやすく、多
様な情報を迅速かつ正確に入手できるウェブサイトが自治体に求められる。
・ウェブアクセシビリティに配慮したホームページを維持しながら、統一性のあるデザインで全ての職員が更新
しやすいＣＭＳを利用したホームページの管理環境を維持する。
・スマートホンへの対応やオープンデータの公開について取り組んでいく

□
■ ２次評価を希望

施策主管次長所見欄 施策主管次長意見

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 なし
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

720305No.
市民と行政の協働による自立した自治体経営
市民サービスを高める行政運営の推進
情報発信力の強化

広報みよし発行事業 主管課名

課長名

広報情報課

城 千穂子

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

・市民に市政に関する情報を提供し市政に対する理解と関心を高め
てもらうためにDTPシステムを活用して広報紙を発行する。
・毎月２号の年２４回
・発行部数１回当たり平均２３，２５０部（H29の予定）
・平均３２ページ（H29の予定）
※ＤＴＰ(Desk Top Publishing)とは、直訳すると「机上出版」「卓
上編集」。出版物のデザイン・レイアウトをパソコンで行い、電子
的データで版下を作成し、印刷所に持ち込んで出版する。文字組み
、画像レイアウトなど印刷最終イメージを画面上で確認しながら作
業できる点と、修正が比較的簡単にできるメリットがある。

(1)事業の概要

(30年度に実施

(5)活動指標

548,020 551,190 552,700

・市民に読みやすい広報紙を作成するため、取材、原稿作成、編集、校正の各作業を行い、ＤＴＰで原稿データ
を作成し、印刷会社へ印刷製本を依頼した。１日号と１５日号の毎月２号を発行し、全戸に配布した。
・前年度発行した広報紙の合体版を行政資料として保存するため、２０部作成した。

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

広報紙作成部数
広報発行回数

部
回

合体版作成部数 部

31年度計画 □
■

前年と同様
変更あり 変更内容 平成２７年に更新したＤＴＰシステムのリース期限となるため、システム及び

機器更新を行う。

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

①市民
(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

市民 人

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
①市民に市政に関する情報を得る機会を提供する
②広報紙を読んでもらう 広報紙を配布している世帯の割合 ％

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

行政情報を適正に管理し、事務の効率化を図るとともに、積極的に
情報を公表・公開し、市政に関心を深めてもらい、市民にまちづく
りに参加してもらう

広報紙等から行政情報を得ていると答えた人の割合 ％

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度計画値年度実績値年度実績値

24 24 24

29 30 31
部

単位
①
②
③

回
20 20 20部

61,070 61,070 61,153

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人

100 100 100％

94.5 89 97.5％

16,266 14,207 19,545

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 02 01 05

(11)コスト
事業費
Ａ

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額)

0 0 0
0 0 0
0 0 0

1,120 770 1,000
15,146 13,437 18,545
19,620 18,224 18,600千円

1,140 5 1,117 5 1,140 5× × ×

2,255 2,120 2,255
38,141 34,551 40,400

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

1人
A＋B＋C

1 1

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成31

･･･数値は(9)

年度（ 30 年度実施分）
様式1-1 令和 1 年 11 月 7 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 720305 広報みよし発行事業
様式1-2

昭和３１年６月３０日
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

市民に市政に関する情報を提供するため

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
□
■

変化していない
変化している

変化し
た内容

世帯数の増加および市民が得たい情報が多種
多様化している。

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

・文書表現力や紙面レイアウト力、写真撮影技術など、担当者の特
殊技術の習得が必要とされる。
・広報紙作りの作業の効率性や見易さを高めるため、平成１６年度
に本格導入したＤＴＰシステムの技術を高め、より市民に親しまれ
より安価に広報を発行できるようにする必要がある。
・月２回発行するのは多すぎるや紙質が良すぎる、月１回の発行で
良いなどコスト削減に関する市民意見がある一方、写真をカラーで
見たい、月２回の発行で情報が豊富という市民意見もある。

１次評価どおり

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務 市政に関するさまざまな情報を市民に周知するとともに、市政に関
心を持ってもらう

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

■

□

広報紙の内容や紙面構成を工夫したり、文章表現やレイアウト力な
どの向上を図り、より読みやすく親しみやすい広報紙とする

ある 庁内事業

庁外事業

■ ■

□

市のホームページ上でも広報紙が見られるようにしている類似事業名

□ある

ないない□ ■

ある

ない

ある

ない

□

■

■
週休日における取材時間を減らす

□

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

□

■

■

□

□

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ ■ □ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性→ 維持 → 維持 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど 発行回数を2回から1回への変更の検討をする。また、SNS等の新たな情報発信手段の活用についても調査し、それ

に伴う高齢者等への対応についても検討し、より良い手段を検討する。

■
□ ２次評価を希望

施策主管次長所見欄 施策主管次長意見

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 みよし市広報発行規則
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

720306No.
市民と行政の協働による自立した自治体経営
市民サービスを高める行政運営の推進
情報発信力の強化

市勢要覧製作事業 主管課名

課長名

広報情報課

城 千穂子

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

行政、観光、統計情報をまとめた市勢要覧を作成し、転入者や視察
来庁者、視察訪問先に配布する。市の全体像を紹介し、ＰＲする情
報を提供するとともに、市政に対する理解と関心を高める。
・４年に１回、記念要覧として内容を一新し本冊版を発行する。
・その翌年以降はダイジェスト版を発行する。

(1)事業の概要

(30年度に実施

(5)活動指標

3,000 0 0

・行政、観光、統計情報をまとめた市勢要覧のダイジェスト版を２，０００部作成した。
・市の全体像を簡潔に理解してもらうため、転入世帯や視察来庁者、視察訪問先などに市勢要覧(本刷版または
ダイジェスト版)を配布した。

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

市勢要覧本冊版(次年度版)作成部数
市勢要覧ダイジェスト版(次年度版)作成部数

部
部

31年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

①市民(転入世帯数)
(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

転入世帯数 世帯

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
市の全体像を理解するための情報を知ってもらう

市勢要覧配布部数 部

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

行政情報を適正に管理し、事務の効率化を図るとともに、積極的に
情報を公表・公開し、市政に関心を深めてもらい、市民にまちづく
りに参加してもらう

広報紙等から行政情報を得ていると答えた人の割合 ％

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度計画値年度実績値年度実績値

0 2,000 2,000

29 30 31
部

単位
①
②
③

部

3,284 3,253 2,880

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

世帯

1,800 1,670 2,000部

94.5 89 97.5％

1,790 272 330

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 02 01 05

(11)コスト
事業費
Ａ

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額)

0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0

1,790 272 330
950 1,436 901千円

92 3 88 5 92 3× × ×

126 106 126
2,866 1,814 1,027

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

1世帯
A＋B＋C

1 0

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成31

･･･数値は(9)

年度（ 30 年度実施分）
様式1-1 令和 1 年 11 月 7 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 720306 市勢要覧製作事業
様式1-2

昭和３９年
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

市の全体像を簡潔に紹介するため

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
□
■

変化していない
変化している

変化し
た内容在住外国人が増加している

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

市勢要覧発行の今後の方向性について、意見を聞きたいから

・転入者には市民課の窓口で配布されているが、すでに住んでいる
市民には配布されていない。

１次評価どおり

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務
市の全体像を簡潔に紹介するのに市勢要覧は最適である。

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

■

□

・文章表現やレイアウトなどを工夫し、情報を分かりやすくする。
・在住外国人にも読んでもらえるものとする。

ある 庁内事業

庁外事業

□ □

□

類似事業名

□ある

ないない■ □

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

□

■

■

□

□

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ ■ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性→ 維持 → 維持 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

現在、それぞれの課が必要と思われる冊子、パンフレット等を作成し市民等に情報提供をしており、中には内容
が重複しているものも見られる。今後、どの課がどのような印刷物を作成しているかを全庁的に調査し、検証･
整理したうえで、市として作成すべき冊子等についてオールみよしで考えていく必要がある。その過程において
、市勢要覧の位置づけや内容を検討していく。

□
■ ２次評価を希望

施策主管次長所見欄 施策主管次長意見

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 なし
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

720501No.
市民と行政の協働による自立した自治体経営
市民サービスを高める行政運営の推進
市民情報サービスセンターの充実

市民情報サービスセンター取扱事務 主管課名

課長名

市民課

水野 茂正

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

１.住民票、戸籍関係諸証明及び税関係諸証明
２.税、使用料等公金収受
３.維持管理業務

(1)事業の概要

(30年度に実施

(5)活動指標

17,486 17,147 18,000

市民課：住民票・印鑑証明書・戸籍証明書等の交付、印鑑登録・廃止事務及び所得証明、土地・家屋評価証明、
納税証明等の交付

納税課：市税の収納業務
図 書：本の貸出、返却、リクエスト等の受付業務
その他：各種使用料等及び各課申請書等の収受

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

市民課各証明関係取扱件数
税証明・税、使用料取扱件数

件
件

戸籍届出取扱件数 件

31年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

①市民
②きたよし地区の市民

(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

みよし市に住所を置く人の数 人
きたよし地区に住所を置く人の数 人

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
本庁閉庁時の夜間・土日祝にも各種証明書交付等の行政サービスが
受けられる。 本庁閉庁時間帯における取扱件数 件

本庁閉庁時間帯取扱件数／サンネット取扱件数 ％
サンネット取扱件数 件

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

市民に身近な施設(市民情報サービスセンター：サンネット)でより
多くの行政サービスを提供する。 図書コーナー利用者数(サンネット分) 人

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度計画値年度実績値年度実績値

15,277 14,797 14,500

29 30 31
件

単位
①
②
③

件
2 2 2件

61,070 61,153 61,604

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人
人 31,807 31,627 31,860

14,255 13,970 14,500件
％
件

44 44 45
32,763 31,944 32,000
26,013 25,963 26,200人

2,539 2,031 2,338

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 02 03 01

(11)コスト
事業費
Ａ

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額)

0 0 0
0 0 0
0 0 0
33 38 27

2,506 1,993 2,311
22,793 21,782 21,747千円

1,462 4 1,462 4 1,462 4
2,664 2,699 2,664
× × ×

541 493 541
25,873 24,306 24,626

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

0人
A＋B＋C

0 0
1 11人

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成31

･･･数値は(9)

年度（ 30 年度実施分）
様式1-1 令和 1 年 11 月 7 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 720501 市民情報サービスセンター取扱事務
様式1-2

平成１２年１０月１日
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

みよし市は南北に長くきたよし地区(三好丘含む）に住む人にとって
諸証明、税等の納付、図書館の利用が不便であったため、平成１２
年に町民（市民）情報サービスセンターを設置した。

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
□
■

変化していない
変化している

変化し
た内容

業務の増加及び多様化。図書コーナー等の充
実等。また、平成25年度に移転した。

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

既に市民情報サービスセンターとしては、広範囲な業務に対応して
いるが、住民からは一層の業務範囲の拡大を期待されている。

また、移転したことにより面積も拡大したことから、図書コーナー
において、蔵書数の増加も強く期待されている。

１次評価どおり

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務
住民サービスの向上

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

■

□

現状であれば困難であるが、専門知識のある職員の配置及びシステ
ムを充実させることで業務を増やすことができる。

ある 庁内事業

庁外事業

■ ■

□

市民課、納税課及び指定金融機関窓口業務類似事業名

□ある

ないない□ ■

ある

ない

ある

ない

□

■

■ 本庁において土日の総合窓口の開設、開庁時間の短縮
業務の絞込みによる正職員以外の非常勤職員、再任用職員の登用□

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

■

□

■

□

□

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ ■ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性→ 維持 → 維持 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

■
□ ２次評価を希望

施策主管次長所見欄 施策主管次長意見

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 戸籍法、住民基本台帳法
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

720502No.
市民と行政の協働による自立した自治体経営
市民サービスを高める行政運営の推進
市民情報サービスセンターの充実

市民情報サービスセンター図書コーナー整備事業 主管課名

課長名

生涯学習課

竹谷 富雄

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

きたよし地区の市民サービスの向上を図り、図書館をより身近に利
用してもらうことにより、生涯学習の場として対応できる。
オンライン回線による図書サービス・週６便の配本車の運行。

(1)事業の概要

(30年度に実施

(5)活動指標

26,013 30,931 31,000

市民情報サービスセンターにて、図書の貸出・返却を行った。利用者のニーズに応えた資料の整備を行い、図書
資料の充実を図った。

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

サンネット図書コーナー利用者数
サンネット蔵書冊数

人
冊

31年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

①市民
②きたよし地区市民

(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

人口 人
きたよし地区市民 人

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
①貸出･返却を行う
②図書館サービスの提供を行う 貸出冊数（サンネット） 冊

サンネットでの図書利用者数 人

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

市民に身近な施設（サービスセンター）でより多くの行政サービス
を提供する 市民１人あたりの図書利用冊数 冊

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度計画値年度実績値年度実績値

15,084 15,820 15,000

29 30 31
人

単位
①
②
③

冊

61,070 61,153 61,604

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人
人 31,807 28,927 29,138

88,753 84,619 85,000冊
人 26,013 30,931 31,000

8.4 8.9 10冊

9,514 9,571 3,614

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 10 05 04

(11)コスト
事業費
Ａ

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額)

0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0

9,514 9,571 3,614
7,093 7,013 1,469千円

150 3 225 2 225 2
5,544 5,544 0
× × ×

40 0 0
16,647 16,584 5,083

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

0人
A＋B＋C

0 0
1 01人

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成31

･･･数値は(9)

年度（ 30 年度実施分）
様式1-1 令和 1 年 11 月 7 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 720502 市民情報サービスセンター図書コーナー整備事業
様式1-2

平成１２年１０月
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

きたよし地区の人口増加に伴う図書館サービス拡充のため

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
□
■

変化していない
変化している

変化し
た内容図書館学習交流プラザの開館

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

サンネットの限られたスペースの中で図書を充実させていく必要が
ある。

１次評価どおり

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務
サンネット資料を充実させ利用者の増加を図るため。

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

□

■
施設の構造上書架を増やすことができないため。

ある 庁内事業

庁外事業

□ □

□

類似事業名

□ある

ないない■ □

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

□

■

■

□

□

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ ■ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性→ 維持 → 維持 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

■
□ ２次評価を希望

施策主管次長所見欄 施策主管次長意見

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 図書館法第３条
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

720601No.
市民と行政の協働による自立した自治体経営
市民サービスを高める行政運営の推進
職員の配置

職員採用事務 主管課名

課長名

人事課

深津 栄子

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

市職員としての適性を判断し、優秀な職員を採用するため、採用試
験を実施する。
またみよし市の魅力を伝え、理解してもらったうえで採用試験に臨
んでもらえるよう各大学をはじめ様々な場所や方法での啓発を行う

(1)事業の概要

(30年度に実施

(5)活動指標

227 214 270

①受験者の公募（広報みよし、ホームページ）
②第１次試験（集団面接）
③第２次試験（基礎能力検査、適性検査、専門試験）
④第３次試験（個人面接、作文、実技試験）
⑤説明会（健康診断、履歴書等書類の提出）

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

第１次受験者数
第２次受験者数

人
人

第３次受験者数 人

31年度計画 □
■

前年と同様
変更あり 変更内容 一般試験を１～４次試験とし、人物重視の試験をさらに進める。また、自己Ｐ

Ｒ試験を実施する

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

受験希望者
(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

申込者数 人

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
①受験希望者の中から必要な職員数を採用する
②受験希望者の中から優秀な人材を採用する 新規採用者数（翌年度４月１日採用） 人

新規採用職員の１年目の人事評価でＢ以上になった割合 ％

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

職員定数を適正に管理し、職員の資質・能力を適切に評価・処遇す
ることにより、職務遂行能力環境を改善・効率化する 職員の仕事ぶりの市民満足度(わからない・無回答除く) ％

意欲を持って仕事ができている職員の割合 ％

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度計画値年度実績値年度実績値

104 84 100

29 30 31
人

単位
①
②
③

人
60 47 50人
260 233 300

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人

24 19 8人
％ 100 100 100

76 76 76％
％ 95 95 95

1,260 1,726 2,547

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 02 01 09

(11)コスト
事業費
Ａ

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額)

0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0

1,260 1,726 2,547
4,812 4,317 4,317千円

233 6 189 7 189 7× × ×

575 575 575
6,647 6,618 7,439

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

26人
A＋B＋C

28 25

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成31

･･･数値は(9)

年度（ 30 年度実施分）
様式1-1 令和 1 年 11 月 7 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 720601 職員採用事務
様式1-2

昭和25年頃
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

地方公務員法第39条の規定による

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
□
■

変化していない
変化している

変化し
た内容

景気動向が上向いており、早い時期から企業
の内定者が多くいる。

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

事業を統合するための意見を聞きたい

選抜試験により優秀な人材の確保を継続していくためには、ある程
度の応募者数を確保しなければ、優秀な人材を採用することはでき
ない。しかし、民間の景気回復等による民間企業の採用枠の拡大に
伴う応募者数の減少や、不景気等に伴う就職難による応募者数の増
加など、景気動向に応募者数が大きく影響されてしまう。

１次評価どおり

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務
職員の採用は競争試験又は選考によると記載されているため

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

■

□

試験内容を変更し、人物内容をさらに見極めることができれば成果
は向上できる

ある 庁内事業

庁外事業

□ □

□

類似事業名

□ある

ないない■ □

ある

ない

ある

ない

■
試験を他市町と共同で行えば、経費節減できる

□

■
試験を他市町と共同で行えば、経費節減できる

□

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

□

■

■

□

□

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ ■ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性→ 維持 → 維持 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

１ 合同試験について研究する。
２ 試験方法を追加し、受験機会を増加する。
３ 大学でのセミナーや企業展などの啓発活動を行い、みよし市役所の魅力を多くの受験生に伝え、受験応募数
を確保する。

□
■ ２次評価を希望

施策主管次長所見欄 施策主管次長意見

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 地方公務員法第17条第４項
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

720602No.
市民と行政の協働による自立した自治体経営
市民サービスを高める行政運営の推進
職員の配置

人事異動事務 主管課名

課長名

人事課

深津 栄子

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

人事異動を行うことにより、ＯＪＴを推進し、職場における人材育
成の活性化を図ることにより、学習を助長する職場風土を醸成する
。
また、ジョブローテーションを適正に実施することにより、職員

の幅広い視野を養うとともに、職員の能力や適性を引き出し、活用
していく。

(1)事業の概要

(30年度に実施

(5)活動指標

238 313 203

機構・組織の見直しを実施し、人事異動方針（案）を作成。異動方針決定後、職員の自己申告及び職員在職履歴
を基に人事異動案を作成。異動案決定後、職員への通知並びに辞令作成する

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

職員の異動者数（毎年度４月１日異動者数） 人

31年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

常勤の職員数（任期付職員を除く）
(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

職員数（任期付を除く常勤職員数） 人

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
能力・業績・経験を適正に評価し、不満の少ない公正な人事異動を
する 意欲を持って仕事ができている職員の割合 ％

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

職員定数を適正に管理し、職員の資質・能力を適切に評価・処遇す
ることにより、職務遂行環境を改善・効率化する 病院事業を除く正職員一人あたりの人口 人

意欲を持って仕事ができている職員の割合 ％
職員の仕事ぶりの市民満足度(わからない、無回答除く) ％

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31
人

単位
①
②
③

509 519 536

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人

95 95 95％

158 155 155人
％
％

95 95 95
76 76 76

41 42 45

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 02 01 09

(11)コスト
事業費
Ａ

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額)

0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0
41 42 45

5,163 7,515 7,515千円
250 6 329 7 329 7× × ×

426 426 426
5,630 7,983 7,986

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

11人
A＋B＋C

15 15

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成31

･･･数値は(9)

年度（ 30 年度実施分）
様式1-1 令和 1 年 11 月 7 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 720602 人事異動事務
様式1-2

三好町役場開庁時
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

人材育成と組織の活性化のため

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
□
■

変化していない
変化している

変化し
た内容

全ての地方公務員が人事評価制度を利用した
昇給、昇格制度となっている。

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

事業を統合するための意見を聞きたい

職員の能力・業績・意向等が適正に人事異動に反映されているのか
との意見がある

１次評価どおり

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務
職員人材育成と組織の活性化のため

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

□

■
適正な人事配置を行っているため、成果向上余地はない

ある 庁内事業

庁外事業

□ □

□

類似事業名

□ある

ないない■ □

ある

ない

ある

ない

□

■

■ 人事給与システムをさらに活用し、チェックや資料作成などの従事
時間を削減できる□

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

□

□

□

□

■

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ ■ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性→ 維持 → 維持 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

□
■ ２次評価を希望

施策主管次長所見欄 施策主管次長意見

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 法的根拠はない
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

720603No.
市民と行政の協働による自立した自治体経営
市民サービスを高める行政運営の推進
職員の配置

臨時職員雇用事務 主管課名

課長名

人事課

深津 栄子

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

行政事務が多様化・複雑化する中、職員の業務補助や定型的な簡易
事務を行い、職員の負担を軽減するため、非常勤職員の雇用を行っ
ている。
平成32年度から会計年度任用職員制度に移行していく。

(1)事業の概要

(30年度に実施

(5)活動指標

859 715 715

①募集 ②登録 ③雇用契約 ④社会保険・雇用保険等加入手続き ⑤通勤費認定 ⑥就業記録表の確認
⑦賃金支払

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

臨時的非常勤職員登録者数 人

31年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

臨時職員（臨時的非常勤職員）
(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

臨時職員数（４月１日現在の臨時的非常勤職員数） 人

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
各所属に必要に応じて臨時職員を配置する

延べ任用臨時職員数 人

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

職員定数を適正に管理し、職員の資質・能力を適切に評価・処遇す
ることにより、職務遂行環境を改善・効率化する 病院事業を除く正職員一人あたりの人口 人

意欲を持って仕事ができている職員の割合 人
職員の仕事ぶりの市民満足度(わからない、無回答除く) ％

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31
人

単位
①
②
③

607 539 502

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人

622 669 650人

158 155 155人
人
％

95 95 95
70 76 76

179,624 167,612 187,752

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 02 01 09

(11)コスト
事業費
Ａ

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額)

3,396 4,398 2,588
0 0 0
0 0 0
0 0 0

176,228 163,214 185,164
5,734 5,537 5,537千円

297 5 251 6 251 6
622 622 622

× × ×

43 43 43
185,401 173,192 193,332

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

305人
A＋B＋C

321 385

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成31

･･･数値は(9)

年度（ 30 年度実施分）
様式1-1 令和 1 年 11 月 7 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 720603 臨時職員雇用事務
様式1-2

昭和25年頃
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

複雑多様化する行政事務に対応していくため

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
□
■

変化していない
変化している

変化し
た内容

事務の精緻化や新規事業の実施により、臨時
職員雇用数が増加している

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

非常勤職員の増加により、雇用管理や社会保険、雇用保険等の事務
に要する従事時間数が増えている

１次評価どおり

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務 行政事務が多様化・煩雑化する中、職員の補助として臨時職員を雇
用する

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

□

■

今後も定員管理により適正な職員数での行政運営を行うにあたり、
正職員の補助として臨時職員は必要である

ある 庁内事業

庁外事業

□ □

□

類似事業名

□ある

ないない■ □

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

□

□

□

□

■

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ ■ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性→ 維持 → 維持 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

■
□ ２次評価を希望

施策主管次長所見欄 施策主管次長意見

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 みよし市一般職の非常勤職員の取扱いに関する要綱
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

720701No.
市民と行政の協働による自立した自治体経営
市民サービスを高める行政運営の推進
職員研修の実施

職員研修事業 主管課名

課長名

人事課

深津 栄子

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

【職員研修体系】
１ 一般研修（階層別、管理職、体験研修）
２ 特別研修（専門、一般教養、人事評価、視察、会計事務研修）
３ 派遣研修（自治大学校、市町村アカデミー、民間等団体主催、
実務研修生等派遣研修）

４ 自主研修（自主研究活動助成、通信教育助成）
５ 職場研修（ＯＪＴ）

(1)事業の概要

(30年度に実施

(5)活動指標

509 519 536

１ 愛知県市町村振興協会研修センター、自治大学校、市町村中央研修所、民間団体等への職員派遣、研修受講
２ 職員自ら自己啓発のために受講した通信教育等の受講料を助成

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

職員数 人

31年度計画 □
■

前年と同様
変更あり 変更内容 働き方改革の一環として、生産性向上研修を行う。

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

職員
(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

受講者総数 人

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
基礎的能力及び専門知識の習得並びに問題意識の向上を図る

受講者総数 人

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

職員の知識・能力を向上させ、問題意識をもって事業に対応できる
職員の仕事ぶりの市民満足度(わからない・無回答除く) ％

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31
人

単位
①
②
③

711 808 786

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人

711 808 786人

76 76 76％

6,567 8,844 10,243

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 02 01 09

(11)コスト
事業費
Ａ

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額)

0 0 0
0 0 0
0 0 0

100 100 100
6,467 8,744 10,143
4,647 4,732 4,732千円

270 5 290 5 290 5× × ×

255 255 255
11,469 13,831 15,230

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

16人
A＋B＋C

17 19

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成31

･･･数値は(9)

年度（ 30 年度実施分）
様式1-1 令和 1 年 11 月 7 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 720701 職員研修事業
様式1-2

昭和25年頃
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

地方公務員法第３９条の規定による

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
■
□

変化していない
変化している

変化し
た内容

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

業務増による研修参加への理解不足（研修参加への動機付け)が課
題である。また、研修の効果として、研修で学んだことを業務で実
際に生かせるような取組みが必要である

１次評価どおり

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務 行政職員としての基礎的能力及び専門知識の習得並びに問題意識の
向上を図る必要があるため

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

□

■

本来の業務があり、これ以上の研修参加は行政サービスの低下に繋
がりかねない

ある 庁内事業

庁外事業

□ □

□

類似事業名

□ある

ないない■ □

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

□

□

□

□

■

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ ■ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性→ 維持 → 維持 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

■
□ ２次評価を希望

施策主管次長所見欄 施策主管次長意見

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 地方公務員法第39条
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

720801No.
市民と行政の協働による自立した自治体経営
市民サービスを高める行政運営の推進
電子自治体の推進

あいち電子自治体推進協議会システム運用事業 主管課名

課長名

広報情報課

城 千穂子

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

愛知県及び県内全市町村（名古屋市を除く）で構成するあいち電子
自治体推進協議会が共同で開発・運営するシステムを利用すること
で市民の利便性の向上、経費の縮減、セキュリティの確保を図る。

(1)事業の概要

(30年度に実施

(5)活動指標

4 4 6

あいち電子自治体推進協議会の会議及び研究会等への参加

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

導入・利用システム数
協議会負担金

件
千円

31年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

市民
(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

人口 人

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
インターネットを介して各種の申請・届出をしてもらう

電子申請、届出可能手続き数 件

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

インターネットを介して各種の申請・届出及び予約をしてもらう
電子申請及び電子届出を受けた件数 件

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度計画値年度実績値年度実績値

6,538 7,360 7,588

29 30 31
件

単位
①
②
③

千円

61,070 61,153 61,604

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人

139 124 124件

11,479 12,346 12,346件

7,118 7,380 7,608

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 02 01 11

(11)コスト
事業費
Ａ

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額)

0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0

7,118 7,380 7,608
1,549 813 421千円

150 3 83 3 43 3× × ×

213 106 106
8,880 8,299 8,135

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

0人
A＋B＋C

0 0

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成31

･･･数値は(9)

年度（ 30 年度実施分）
様式1-1 令和 1 年 11 月 7 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 720801 あいち電子自治体推進協議会システム運用事業
様式1-2

平成１５年度
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

愛知県及び県内全市町村は、共通の目標である電子自治体化を、経
費や人的な面で効率よく、地域全体として格差なく、しかも早期に
実現するため、あいち電子自治体推進協議会を設立した。

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
□
■

変化していない
変化している

変化し
た内容電子政府・電子自治体の推進

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

あいち電子自治体推進協議会の運用しているシステムに参加するた
めには、各団体がそのシステムに合わせた事務手続きに変更する必
要がある。

１次評価どおり

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務 電子自治体を早期に実現することにより、市民の利便性の向上を図
るとともに、行政運営の簡素化及び効率化を図る

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

■

□

交付物の電子化、手数料の電子決済が可能となれば、更なるサービ
ス向上となる。

ある 庁内事業

庁外事業

□ □

□

類似事業名

□ある

ないない■ □

ある

ない

ある

ない

□

■

■
利用者が増えることで、窓口対応業務が減少する。

□

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

□

□

□

□

■

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ ■ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性→ 維持 → 維持 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

■
□ ２次評価を希望

施策主管次長所見欄 施策主管次長意見

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 行政手続オンライン化関係三法
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

720802No.
市民と行政の協働による自立した自治体経営
市民サービスを高める行政運営の推進
電子自治体の推進

電子自治体基盤管理事業 主管課名

課長名

広報情報課

城 千穂子

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

地方公共団体間相互のコミュニケーションの円滑化、情報の共有に
よる情報の高度利用等を図ることにより、各地方公共団体と国の各
省庁等、市民との間の情報交換手段の確保のための基盤とすること
を目的として運営する総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）及び庁
内ネットワークを安定的に運用する。

(1)事業の概要

(30年度に実施

(5)活動指標

1 1 1

・システムの賃借及び保守契約の締結
・システムの定期的な更新
・システムのトラブル対処

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

保守回数
支援回数

回
回

31年度計画 □
■

前年と同様
変更あり 変更内容 ＬＧＷＡＮ－ＡＳＰ等の利用拡大

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

職員
(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

職員数 人

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
職場環境を改善、効率化する

利用不可件数（人数） 件

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

インターネットを介して各種の申請・届出及び予約をしてもらう
電子申請及び電子届出を受けた件数 件

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度計画値年度実績値年度実績値

5 5 5

29 30 31
回

単位
①
②
③

回

509 504 511

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人

0 0 0件

11,479 12,346 12,346件

15,240 12,835 18,555

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 02 01 11

(11)コスト
事業費
Ａ

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額)

0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0

15,240 12,835 18,555
7,745 7,342 6,530千円

750 3 750 3 667 3× × ×

764 852 639
23,749 21,028 25,724

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

47人
A＋B＋C

42 50

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成31

･･･数値は(9)

年度（ 30 年度実施分）
様式1-1 令和 1 年 11 月 7 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 720802 電子自治体基盤管理事業
様式1-2

平成１５年度
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

国の「e-Japan重点計画」において、地方公共団体の組織内ネットワ
ーク（庁内ＬＡＮ）を相互に接続し、高度情報流通を可能とする通
信ネットワークを整備し、運用を開始した。

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
■
□

変化していない
変化している

変化し
た内容

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

第４次ＬＧＷＡＮ構築に伴い、庁内ネットワーク環境を日々安定的
に稼働させ、その機能を十分に発揮できるよう常に良好な状態に維
持し、有効かつ安全に情報通信技術を活用させる必要がある。

１次評価どおり

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務
電子自治体の推進

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

□

■
インフラ管理のため困難

ある 庁内事業

庁外事業

□ □

□

類似事業名

□ある

ないない■ □

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

□

□

□

□

■

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ ■ □ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性↑ 増加 ↑ 増額 ↑ 向上

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど マイナンバー制度等の運用に必要なセキュリティや信頼性を確保しつつ、基盤の機能性及び拡張性を強化し、安

定し利用しやすいサービス提供が継続できるネットワーク基盤の構築を行う。

■
□ ２次評価を希望

施策主管次長所見欄 施策主管次長意見

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 なし
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

720901No.
市民と行政の協働による自立した自治体経営
市民サービスを高める行政運営の推進
行政改革の推進

行政改革推進事務 主管課名

課長名

企画政策課

清水 創一

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

本市の行政改革の基本的な方針である「行政改革大綱」に基づき、
効果的で効率的な行政運営をするため、行政改革を推進する。

(1)事業の概要

(30年度に実施

(5)活動指標

41 41 41

・行政改革推進本部会議を開催（2回）・行政改革推進委員会を開催（2回）
①各会議において、行政改革の取組み状況について審議
②結果を市民にホームページ等で公表
③補助金見直しの実施

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

行政改革取組項目
行政改革推進委員会開催数

件
回

31年度計画 □
■

前年と同様
変更あり 変更内容 引き続き行財政全般の改革を推進し、行政改革アクションプランに基づき、平

成31年度は受益者負担の見直しを実施する。

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

全事務事業
(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

事務事業数 事業

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
最少の経費で最大の効果が発揮できるよう見直しを行う

行政改革の取組達成率(達成項目数／取組項目数) ％

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

効率的な事務事業による市民サービスの向上
行政改革による効果額 千円

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度計画値年度実績値年度実績値

3 1 2

29 30 31
件

単位
①
②
③

回

579 582 582

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

事業

54 51 50％

24,772 99,680 30,000千円

52 99 217

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 02 01 07

(11)コスト
事業費
Ａ

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額)

0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0
52 99 217

2,066 3,117 2,970千円
120 5 191 5 182 5× × ×

138 317 256
2,256 3,533 3,443

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

4事業
A＋B＋C

6 6

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成31

･･･数値は(9)

年度（ 30 年度実施分）
様式1-1 令和 1 年 11 月 7 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 720901 行政改革推進事務
様式1-2

昭和57年1月
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

昭和57年1月に設置した「行政問題検討会議」による取組から始まっ
ている。

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
□
■

変化していない
変化している

変化し
た内容

行財政の合理化、効率化はどの自治体におい
ても課題である。

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

行政改革の取組目標は数値目標が設定できるものだけではないため
、それらの成果を検証することが困難である。

１次評価どおり

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務 社会経済情勢の変化に対応した簡素にして効率的な市政の実現を推
進するため。

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

■

□

職員一人一人の意識を向上させれていくことで成果の向上をねらう
。

ある 庁内事業

庁外事業

■ ■

□

行政評価システム事業類似事業名

□ある

ないない□ ■

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

□

□

□

□

■

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ ■ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性→ 維持 → 維持 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

■
□ ２次評価を希望

施策主管次長所見欄 施策主管次長意見

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 みよし市行政改革推進委員会設置条例
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

721001No.
市民と行政の協働による自立した自治体経営
市民サービスを高める行政運営の推進
行政評価の成果反映

行政評価システム事業 主管課名

課長名

企画政策課

清水 創一

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

行政評価実施要綱による実施方針に基づき、施策評価や事務事業評
価を実施することによりPlan(計画)－Do(実施)－Check(評価)－Acti
on(改善)のマネジメントサイクルを確立し、効果的で効率的な行財
政運営を推進する。

(1)事業の概要

(30年度に実施

(5)活動指標

3 3 3

①一次評価（所管課）及び二次評価（施策主管次長）を実施
②行政評価推進会議を開催し、三次評価に附する事業を選定し、行政評価施策評価会議において最終評価を実施
③外部の有識者で構成する行政評価委員会において、外部評価を実施
④さらなる行政サービスの向上につなげるため、市民1,400人を対象に行政評価アンケートを実施

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

行政評価委員会開催数
行政評価施策評価会議開催数

回
回

行政評価推進会議開催数 回

31年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

評価対象事務事業
(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

評価対象事務事業数 事業

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
評価を行うことにより、事務事業の実施において、全職員にコスト
意識を持たせ、行政として事務事業の今後の方向性を判断し、市民
への説明責任を果たす 事業の方向性を改善とした事務事業数 事業

事業の方向性を統合、廃止・休止とした事務事業数 事業
公表した事務事業数 事業

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

評価結果を予算編成に反映させる
評価結果を予算編成に反映させた割合 ％

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度計画値年度実績値年度実績値

2 2 2

29 30 31
回

単位
①
②
③

回
1 1 1回

496 485 485

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

事業

27 30 30事業
事業
事業

33 20 20
496 485 485
78.2 77.9 80％

343 319 626

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 02 01 07

(11)コスト
事業費
Ａ

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額)

0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0

343 319 626
2,234 3,239 3,498千円

120 5 192 5 207 5
168 106 120

× × ×

128 409 348
2,705 3,967 4,472

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

5事業
A＋B＋C

8 9

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成31

･･･数値は(9)

年度（ 30 年度実施分）
様式1-1 令和 1 年 11 月 7 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 721001 行政評価システム事業
様式1-2

平成14年度
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

平成13年３月に第三次行政改革大綱を策定。この大綱に掲げた重点
推進事項の「事務事業の見直し及び行政サービスの向上」に基づき
、全ての事業の見直しを行うために開始した。

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
■
□

変化していない
変化している

変化し
た内容

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

・現行の事務事業評価は、人件費や積立金等を除く全ての事業に対
して実施しているが、課によっては膨大な事業数があり、評価を行
うための作業時間が膨大になっている。

・公会計制度を導入することで詳細になる決算データを行政評価で
活用することが求められている。

１次評価どおり

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務 限られた資源(財源、人材)を効率的、効果的に配分するためには、
この事業が必要である。

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

■

□
研修等を通じて、職員一人一人の理解度を高める。

ある 庁内事業

庁外事業

■ ■

□

行政改革推進事務類似事業名

□ある

ないない□ ■

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

□

□

□

□

■

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ ■ □ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性↑ 増加 → 維持 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど 平成３１年度は平成３０年度（実施分）の評価をする。

そのため平成３１年度に策定された第２次総合計画にあわせた次期財務会計システムの導入に合わせアンケート
の内容、市民への配布枚数及び評価手法の見直しが必要とされる。

■
□ ２次評価を希望

施策主管次長所見欄 施策主管次長意見

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 みよし市行政評価実施要綱
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

721101No.
市民と行政の協働による自立した自治体経営
市民サービスを高める行政運営の推進
事務などの改善提案の推進

事務改善提案活動事務 主管課名

課長名

企画政策課

清水 創一

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

既に職場内において実施された改善取組や、自己の業務を含む市政
全般に関する改善の提案を募り、提出された内容を審査及び実現の
可否の検討を行い、職員の創意工夫と意欲の向上を図る。

(1)事業の概要

(30年度に実施

(5)活動指標

52 267 0

職員から改善提案をしてもらい、実施、改善する。
提案による事業費削減やサービス向上につながった成果、効果に応じて報償費を支払う。

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

改善提案件数 件

31年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

副主幹以下の職員(医療職除く)
(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

副主幹以下の職員(医療職除く) 人

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
①職員の創意工夫と意欲の高揚を促す
②市政全般の業務改善と能率向上を図る 第１次審査に付された件数 件

第２次審査に付された件数 件

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

事務改善、市民サービスの向上
経費削減につながる提案件数 件

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31
件

単位
①
②
③

318 304 0

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人

52 267 0件
件 3 3 0

6 27 0件

0 0 0

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 02 01 07

(11)コスト
事業費
Ａ

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額)

0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0

104 738 0千円
30 1 113 2 0 0× × ×

104 738 0

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

0人
A＋B＋C

2

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成31

･･･数値は(9)

年度（ 30 年度実施分）
様式1-1 令和 1 年 11 月 7 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 721101 事務改善提案活動事務
様式1-2

昭和51年４月１日
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

昭和51年に職員自ら身近な業務を見直すことにより、事務の効率化
、経費等削減を図るため実施された。

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
□
■

変化していない
変化している

変化し
た内容提案件数の増加(事務の効率化)

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

提案件数は増加したが、職員一人ひとりが事務の改善意識をもち、
今後も引き続き提案をしていくかが課題である。

１次評価どおり

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務
職員の勤労意欲の向上と事務事業の改善を推進するため。

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

□

■

□

事務改善に対する、職員からの意見を収集する機会がなくなるため
。

できる

できない

■

□

事務改善が市民サービスの向上にもつながるという意識を職員に徹
底させる。

ある 庁内事業

庁外事業

□ □

□

類似事業名

□ある

ないない■ □

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

□

□

□

□

■

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ □ □ □ ■

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性未評価年度 未評価年度 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど 事業として廃止されるが、事務改善に対する意見は、継続して募集しているため、事務改善が市民サービスの向

上にもつながるという意識を職員には持ち続けてほしい。

□
□ ２次評価を希望

施策主管次長所見欄 施策主管次長意見

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 みよし市事務等改善要綱
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

721201No.
市民と行政の協働による自立した自治体経営
市民サービスを高める行政運営の推進
行政サービスの連携

広域行政事務負担事務 主管課名

課長名

企画政策課

清水 創一

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

①愛知県と矢作川流域の10市町で構成する（公財）矢作川水源基金
において、植林など山の管理や河川の上下流の地域間交流などを進
めることにより、きれいで安定した水を供給できる緑豊かな災害に
強いまちづくりを行っている。
②平成20年度に豊田市とみよし市（当時三好町）とで構成する豊田
みよし広域計画策定協議会を設立し、「豊田みよし地方拠点都市地
域基本計画」の進行管理及び広域行政推進の調整を行っている。
③平成25年度に日進市、東郷町、豊明市とみよし市で自治体間連携
協力に関する基本協定を締結した。平成27年度に長久手市が正式に
参加した。

(1)事業の概要

(30年度に実施

(5)活動指標

517 518 518

①(公財)矢作川水源基金において、水源地体験事業や地域交流事業などを実施し、事業費の１／３を構成市町の
人口割で負担する割合に応じて負担金の支出を行った。
②豊田みよし広域計画策定協議会の開催及び協議会の廃止に向けた手続き等を行った。
③尾三地区自治体間連携協議会の開催し、継続・新規合わせ10連携事業の検討を行った。

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

（公財）矢作川水源基金負担金支出額
豊田みよし広域計画策定協議会負担金支出額

千円
千円

尾三地区自治体間連携推進会議負担金支出額 千円

31年度計画 □
■

前年と同様
変更あり 変更内容 豊田みよし広域計画策定協議会の廃止をに向けた協議を行う。

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

①（公財）矢作川水源基金構成団体
②豊田みよし広域計画策定協議会構成団体
③尾三地区自治体間連携推進会議構成団体

(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

（公財）矢作川水源基金構成団体数 団体
豊田みよし広域計画策定協議会構成団体数 団体
尾三地区自治体間連携推進会議構成団体数 団体

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
①矢作川の上下流域の地域間交流を進める。
②事務の広域化、共同化による効率的、効果的な行政施策を実施す
る （公財）矢作川水源基金事業数 事業

（公財）矢作川水源基金交流事業参加者数 人
豊田みよし広域連携事務数 事業

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

圏域内の共通課題の取り組みや効率的な行政サービスを推進し、快
適な住環境の整備を図る 行政サービスの連携数 事業

暮らしやすいと感じる市民の割合 ％

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度計画値年度実績値年度実績値

0 0 0

29 30 31
千円

単位
①
②
③

千円
10 10 10千円
10 10 10

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

団体
団体
団体

2 2 0
5 5 5
1 1 1事業

人
事業

0 16 0
8 8 0
7 7 7事業

％ 87.8 86.1 90

527 528 528

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 02 01 02

(11)コスト
事業費
Ａ

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額)

0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0

527 528 528
517 1,815 1,045千円

50 3 139 4 80 4× × ×

0 37 37
1,044 2,380 1,610

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

104団体
A＋B＋C

238 161
1,190522

209 476 322
団体
団体

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成31

･･･数値は(9)

年度（ 30 年度実施分）
様式1-1 令和 1 年 11 月 7 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 721201 広域行政事務負担事務
様式1-2

昭和５３年２月
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

①公益財団法人矢作川水源基金の設立に伴い、同基金の構成団体と
して加入したこと。
②平成２０年度に地方自治法に基づく協議会が設置され、広域計画
の策定が必要となったこと。
③平成２５年度に自治体間連携協力の基本協定を締結したこと。

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
□
■

変化していない
変化している

変化し
た内容

期間満了（豊田みよし広域計画策定協議会を
廃止）

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

期間満了により豊田みよし広域計画策定協議会を廃止し、残余財産
を精算する。

１次評価どおり

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務 ①矢作川水系における上下流の地域間交流を進めるため
②連携を図り、広域的な計画を策定推進を行う必要があるため

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

□

■

矢作川水源基金に対して市に裁量はない。
豊田みよし広域計画策定協議会は廃止のための事務を行った。

ある 庁内事業

庁外事業

□ □

□

類似事業名

□ある

ないない■ □

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

□

□

□

□

■

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ ■ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性→ 維持 → 維持 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

■
□ ２次評価を希望

施策主管次長所見欄 施策主管次長意見

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 ②地方拠点都市地域整備産業業務施設再設置促進に関する法律
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

721202No.
市民と行政の協働による自立した自治体経営
市民サービスを高める行政運営の推進
行政サービスの連携

豊田みよし広域行政事務負担事務 主管課名

課長名

企画政策課

柴田圭一

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

平成19年度をもって豊田三好事務組合が解散したことに伴い、平
成20年度に豊田市とみよし市（当時三好町）とで構成する豊田みよ
し広域計画策定協議会を設立した。
協議会においては、平成20年度に策定した「豊田みよし地方拠点

都市地域基本計画」の進行管理及び広域行政推進にあたっての調整
を行っている。

(1)事業の概要

(30年度に実施

(5)活動指標

広域行政のあり方の意見交換を行った。

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

豊田みよし広域計画策定協議会開催数
豊田みよし広域行政事務負担金支出額

回
千円

31年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

豊田みよし広域計画策定協議会構成団体
(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

豊田みよし広域計画策定協議会構成団体数 団体

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
事務の広域化、共同化により効率的、効果的な行政施策が実施でき
る 広域連携事務数 事業

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

圏域内の共通課題の取り組みや効率的な行政サービスを推進し、快
適な住環境の整備を図る 行政サービスの連携数 事業

暮らしやすいと感じる市民の割合 ％

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31
回

単位
①
②
③

千円(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

団体

事業

事業
％

0 0 0

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 02 01 02

(11)コスト
事業費
Ａ

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額)

0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0千円

× × ×

0 0 0

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

団体
A＋B＋C

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成31

･･･数値は(9)

年度（ 30 年度実施分）
様式1-1 令和 1 年 11 月 7 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 721202 豊田みよし広域行政事務負担事務
様式1-2

平成20年４月
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

平成19年度末に豊田三好事務組合が解散となり、解散後に地方自治
法に基づく協議会を設置し、広域計画の策定が必要となった。

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
■
□

変化していない
変化している

変化し
た内容

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

特になし

１次評価どおり

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務 広域行政及び広域的な地域振興の推進に関する連絡調整を図ること
と広域にわたる総合的な計画を共同して策定するため

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

■

□
計画の事業実施についての調整を進める

ある 庁内事業

庁外事業

□ □

□

類似事業名

□ある

ないない□ □

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

□

□

□

□

■

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ □ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

□
□ ２次評価を希望

施策主管次長所見欄 施策主管次長意見

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 地方拠点都市地域整備産業業務施設再配置促進に関する法律
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

721203No.
市民と行政の協働による自立した自治体経営
市民サービスを高める行政運営の推進
行政サービスの連携

古瀬間聖苑に係る豊田市への事務委託等事業 主管課名

課長名

環境課

加藤 雅也

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

地方自治法第２５２条の１４に基づき、古瀬間聖苑に係る豊田市へ
の事務委託を行う。

【委託費の算出基礎】
管理及び執行に要する経費＋維持管理費に係る人件費－使用料収入
＋前々年度の利用実績割合

(1)事業の概要

(30年度に実施

(5)活動指標

18,111 17,085 19,183

起債償還は平成16年度で終了。運営管理費について、平成20年度からは豊田市へ事務委託。

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

委託料 千円

31年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

市民
(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

みよし市の人口 人

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
古瀬間聖苑が適正に維持管理されている

古瀬間聖宛利用件数 件

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

圏域内の共通課題の取り組みや効率的な行政サービスを推進し、快
適な住環境の整備を図る 暮らしやすいと感じる市民の数 ％

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31
千円

単位
①
②
③

60,860 61,070 61,153

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人

289 289 289件

88 86 90％

19,170 16,516 42,395

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 04 01 01

(11)コスト
事業費
Ａ

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額)

0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0

19,170 16,516 42,395
1,033 392 392千円

100 3 60 2 60 2
0 0 0

× × ×

0 0 0
20,203 16,908 42,787

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

0人
A＋B＋C

0 1

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成31

･･･数値は(9)

年度（ 30 年度実施分）
様式1-1 令和 1 年 11 月 7 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 721203 古瀬間聖苑に係る豊田市への事務委託等事業
様式1-2

昭和48年度(事務委託は平成20年度)
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

市内に火葬施設がないため、豊田三好事務組合に負担金として支払
い、古瀬間聖苑の運営をしてたが、平成20年度から組合解散に伴い
豊田市への事務委託となった

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
□
■

変化していない
変化している

変化し
た内容

平成19年度をもって豊田三好事務組合が解散
した

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

必要な施設ですので、継続して負担金を払って、使用し続ける必要
があります。

１次評価どおり

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務
火葬する施設が市内にないため

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

□

■
維持することしかできない

ある 庁内事業

庁外事業

□ □

□

類似事業名

□ある

ないない■ □

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

■

□

■

□

□

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ ■ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性↑ 増加 ↑ 増額 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

■
□ ２次評価を希望

施策主管次長所見欄 施策主管次長意見

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 みよし市と豊田市との間における火葬事務の委託に関する協定書
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

721204No.
市民と行政の協働による自立した自治体経営
市民サービスを高める行政運営の推進
行政サービスの連携

塵芥処理に係る豊田市への事務委託等事業 主管課名

課長名

環境課

加藤 雅也

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

・市民から排出される一般廃棄物には、尾三衛生組合において処理
できない物も多くあるため、最終処分場の確保が必要である。
豊田市へ事務委託し、効率的かつ適正な廃棄物処理を行う。

【委託費の算出基礎】
管理及び執行に要する経費＋維持管理費に係る人件費－使用料収入
×前々年度の利用実績割合
【起債負担金】
建設：利用実績割 40/100、人口割 40/100、均等割 20/100
用地：利用実績割

(1)事業の概要

(30年度に実施

(5)活動指標

3,468 3,271 2,472

①勘八不燃物処分場運営管理②グリーン・クリーンふじの丘運営管理を豊田市に委託した。
③藤岡ふれあいの館運営管理負担金④グリーン・クリーンふじの丘起債償還費負担金を負担割合に基づき負担し
た。

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

グリーン・クリーンふじの丘委託料 千円

31年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

不燃物処分場（グリーン・クリーンふじの丘）
(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

不燃物処分場（グリーン・クリーンふじの丘）面積 ㎡

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
処理施設の運営をしてもらう

グリーン・グリーンふじの丘への搬入実績 Kg

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

圏域内の共通課題の取り組みや効率的な行政サービスを推進し、快
適な住環境の整備を図る 暮らしやすいと感じる市民の数 ％

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31
千円

単位
①
②
③

229,171 229,171 229,171

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

㎡

62,265 45,890 45,890Kg

88 86 90％

72,328 68,198 66,133

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 04 02 01

(11)コスト
事業費
Ａ

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額)

0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0

72,328 68,198 66,133
345 327 327千円

100 1 100 1 100 1
0 0 0

× × ×

0 21 21
72,673 68,546 66,481

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

0㎡
A＋B＋C

0 0

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成31

･･･数値は(9)

年度（ 30 年度実施分）
様式1-1 令和 1 年 11 月 7 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 721204 塵芥処理に係る豊田市への事務委託等事業
様式1-2

平成20年度
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

処理困難物を処理するために、グリーン・グリーンふじの丘へ搬入
する。

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
■
□

変化していない
変化している

変化し
た内容

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

必要な施設ですので、継続して負担金を払って、使用し続ける必要
があります。

１次評価どおり

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務
みよし市と豊田市との間における清掃事務の委託に関する規約

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

□

■
これ以上成果は向上しない。

ある 庁内事業

庁外事業

■ □

■

し尿処理に係る豊田市事務委託等事業、尾三衛生組合負担事業類似事業名

□ある

ないない□ ■

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

■

□

■

□

□

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ ■ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性→ 維持 → 維持 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

■
□ ２次評価を希望

施策主管次長所見欄 施策主管次長意見

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 規約
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

721205No.
市民と行政の協働による自立した自治体経営
市民サービスを高める行政運営の推進
行政サービスの連携

し尿処理に係る豊田市への事務委託等事業 主管課名

課長名

環境課

加藤 雅也

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

○清掃センター砂川衛生プラント委託料
（１）運営管理費

地方自治法第２５２条の１４に基づき、砂川衛生プラントに係る豊
田市への事務委託を行う。

【委託費の算出基礎】
管理及び執行に要する経費＋維持管理費に係る人件費－使用料収入
＋前々年度の利用実績割合

(1)事業の概要

(30年度に実施

(5)活動指標

24,664 23,244 22,591

砂川衛生プラント運営管理を豊田市に委託した。

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

砂川衛生プラント運営管理委託料 千円

31年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

砂川衛生プラント
(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

砂川衛生プラント面積 ㎡

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
組合に処理施設の運営をしてもらう

市内搬出処理量 ｔ

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

圏域内の共通課題の取り組みや効率的な行政サービスを推進し、快
適な住環境の整備を図る 暮らしやすいと感じる市民の数 ％

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31
千円

単位
①
②
③

58,035 58,035 58,035

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

㎡

5,087 4,766 4,766ｔ

88 86 90％

24,663 23,244 22,591

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 04 02 02

(11)コスト
事業費
Ａ

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額)

0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0

24,663 23,244 22,591
345 327 327千円

100 1 100 1 100 1
0 0 0

× × ×

0 0 0
25,008 23,571 22,918

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

0㎡
A＋B＋C

0 0

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成31

･･･数値は(9)

年度（ 30 年度実施分）
様式1-1 令和 1 年 11 月 7 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 721205 し尿処理に係る豊田市への事務委託等事業
様式1-2

組合設立の昭和４８年
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

豊田市、みよし市のし尿の事務事業の共同処理を目的に開始した。

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
□
■

変化していない
変化している

変化し
た内容砂川衛生プラントの処理成分の変化

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

必要な施設ですので、継続して負担金を払って、使用し続ける必要
があります。

１次評価どおり

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務 みよし市と豊田市との間におけるし尿処理に係る清掃事務の委託に
関する規約

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

□

■
これ以上成果は向上しない。

ある 庁内事業

庁外事業

■ □

■

塵芥処理に係る豊田市事務委託等事業、尾三衛生組合負担事業類似事業名

□ある

ないない□ ■

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

■

□

■

□

□

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ ■ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性→ 維持 → 維持 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

■
□ ２次評価を希望

施策主管次長所見欄 施策主管次長意見

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 規約
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

721281No.
市民と行政の協働による自立した自治体経営
市民サービスを高める行政運営の推進
行政サービスの連携

尾三衛生組合負担事業 主管課名

課長名

環境課

加藤 雅也

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

○尾三衛生組合運営管理費
１運営費負担金
可燃物処理施設・資源ごみ処理施設・不燃物処理施設及び埋立
処分場管理費等の運営に係る費用を共同で負担する。

２建設費負担金
廃棄物を衛生的かつ能率的に処理するために整備した施設建設
費の起債償還費を共同で負担する。

３負担割合
処理量割 50/100 人口割 50/100

(1)事業の概要

(30年度に実施

(5)活動指標

299,962 280,149 281,117

尾三衛生組合「東郷美化センター」の運営費及び建設費負担金をそれぞれの負担割合に基づき３市町で負担した
。

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

尾三衛生組合運営管理費
尾三衛生組合施設処理量

千円
ｔ

31年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

市民
(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

人口 人

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
処理施設の運営をしてもらう

処理量 ｔ

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

圏域内の共通課題の取り組みや効率的な行政サービスを推進し、快
適な住環境の整備を図る 暮らしやすいと感じる市民の割合 ％

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度計画値年度実績値年度実績値

17,399 16,857 16,857

29 30 31
千円

単位
①
②
③

ｔ

60,860 61,070 61,153

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人

17,399 16,857 16,857ｔ

88 90 86％

299,962 280,149 0

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 04 02 01

(11)コスト
事業費
Ａ

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額)

0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0

299,962 280,149 0
345 979 979千円

100 1 150 2 150 2
0 0 0

× × ×

0 213 213
300,307 281,341 1,192

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

5人
A＋B＋C

5 0

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成31

･･･数値は(9)

年度（ 30 年度実施分）
様式1-1 令和 1 年 11 月 7 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 721281 尾三衛生組合負担事業
様式1-2

設立昭和４９年、稼動昭和５１年
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

廃棄物の適正処理を行うため、三市町（みよし市、日進市、東郷町
）の清掃事業の共同処理を目的に開始。

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
□
■

変化していない
変化している

変化し
た内容

分別収集の推進による対応施設。ごみの質の
多様化による処理困難物。

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

・現在、組合所有の最終処分場がないため、整備が検討されている
。必要な施設であり、早急な整備が不可欠ではあるが、新たな費用
負担が発生することになる。

１次評価どおり

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務
三市町で廃棄物の適正処理をして清掃事業の共同処理をする。

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

□

■
これ以上成果は向上しない。

ある 庁内事業

庁外事業

■ □

■

塵芥処理・し尿処理に係る豊田市事務委託等事業類似事業名

□ある

ないない□ ■

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

■

□

■

□

□

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ ■ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性↑ 増加 ↑ 増額 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

□
□ ２次評価を希望

施策主管次長所見欄 施策主管次長意見

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 協定書
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

721282No.
市民と行政の協働による自立した自治体経営
市民サービスを高める行政運営の推進
行政サービスの連携

農業共済事務負担事業 主管課名

課長名

産業課

冨田 泰隆

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

農業共済補償制度により、農家が共済掛金を出し合い、自然災害発
生時に被害農家を救済する制度で、西三河10市町（岡崎市、碧南市
、刈谷市、豊田市、安城市、西尾市、知立市、高浜市、幸田町、み
よし市）で構成する西三河農業共済組合により運営し、事務に係る
費用を市町が負担してきた。
平成26年度から、合併により愛知県農業共済組合となった。

(1)事業の概要

(30年度に実施

(5)活動指標

102

農業共済事業にかかる運営費の負担

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

農業共済事業市町村負担金 千円

31年度計画 □
■

前年と同様
変更あり 変更内容 平成30年度より負担金廃止

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

愛知県農業共済組合（西三河支所）
みよし市農家

(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

共済組合への派遣職員数 人
加入農家 戸

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
対象農家が農業災害に遭遇した場合の農業被害の一部補填

被害農家 戸

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

認定農業者に遊休農地等を利用集積し、経営規模拡大による農業経
営基盤の強化を図る。 認定農業者へ集積された農地面積の累計 ha

認定農業者の平均経営耕地面積 ha

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31
千円

単位
①
②
③

0 0 0

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人
戸 292 292 292

3 3 3戸

257 267 277ha
ha 9.2 8.9 8.9

102 0 0

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 06 01 01

(11)コスト
事業費
Ａ

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額)

0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0

102 0 0
4 0 0千円

1 1× × ×

106 0 0

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

人
A＋B＋C

0 00戸

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成31

･･･数値は(9)

年度（ 30 年度実施分）
様式1-1 令和 1 年 11 月 7 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 721282 農業共済事務負担事業
様式1-2

昭和23年
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

昭和22年の農業災害補償法の制定により、三好村農業共済組合を設
立し、共済事業を開始した。
その後、昭和36年に三好町へ移譲され、平成2年に豊田加茂広域市町
村圏事務処理組合へ移譲された。

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
□
■

変化していない
変化している

変化し
た内容

広域圏解散後、西三河農業共済組合（現愛知
県農業共済組合）に移譲された。

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

改革・改善の結果、新たに広域的な共済組合としてスタートしたた
め、今後課題を探る。

１次評価どおり

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

■

□

法定受託事務

自治事務

農業災害補償法

□

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

□

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
□

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

□

□

□

できる

できない

□

■
平成20年度より共済事業を広域合併化し改革した

ある 庁内事業

庁外事業

□ □

□

類似事業名

□ある

ないない■ □

ある

ない

ある

ない

□

□

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

■

□

■

□

□

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ □ □ □ ■

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性未評価年度 未評価年度 未評価年度

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

□
□ ２次評価を希望

施策主管次長所見欄 施策主管次長意見

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

721283No.
市民と行政の協働による自立した自治体経営
市民サービスを高める行政運営の推進
行政サービスの連携

広域消防・広域防災負担金支払事業 主管課名

課長名

防災安全課

山田 浩昭

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

みよし市、日進市、東郷町の２市１町で組織する尾三消防組合に対
し、尾三消防組合規定第11条により、分担金を負担し、常備消防を
充実させ、強化を図る。

分担金総額の100分の35 均等割
分担金総額の100分の35 人口割
分担金総額の100分の30 面積割

(1)事業の概要

(30年度に実施

(5)活動指標

79,922 710,302 701,692

尾三消防組合運営費負担金を交付し、消防及び救急事務を行っている。

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

尾三消防組合負担金 千円

31年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

①市民
(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

人口 人

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
①消防や救急体制を整備する。

尾三消防組合市内車両台数 台
尾三消防組合市内職員数 人

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

①生命と財産を守る。
火災出動件数 件
救急出動件数 件

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31
千円

単位
①
②
③

61,070 61,153 61,604

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人

10 10 10台
人 49 49 48

24 20 15件
件 1,969 2,090 2,100

719,922 710,302 0

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 09 01 05

(11)コスト
事業費
Ａ

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額)

0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0

719,922 710,302 0
104 98 98千円

15 2 15 2 15 2× × ×

720,026 710,400 98

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

12人
A＋B＋C

12 0

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成31

･･･数値は(9)

年度（ 30 年度実施分）
様式1-1 令和 1 年 11 月 7 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 721283 広域消防・広域防災負担金支払事業
様式1-2

昭和４６年
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

常備消防力の整備をするため、日進市、東郷町とで組合消防を設立
した。

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
□
■

変化していない
変化している

変化し
た内容

平成30年4月1日を目標期日として広域化に向
けた協議を進めている。

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

１次評価どおり

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務
消防組織法

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

■

□
職員数と装備の充実

ある 庁内事業

庁外事業

□ □

□

類似事業名

□ある

ないない■ □

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

□

■

■

□

□

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ ■ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性→ 維持 → 維持 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

□
□ ２次評価を希望

施策主管次長所見欄 施策主管次長意見

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 消防組織法
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する


